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Abstract 

 

In order to extend the application of the conventional composite frame system(RCSS), this paper describes 

experimentally structural behaviors of the composite frame consisting of reinforced concrete column and steel beam with 

level difference, and then proposes the seismic design for the beam-column joint. The specimens include the beam-column 

joints with different depths in principal and/or orthogonal beam, and with level difference in beam. The experimental 

results showed that the beam-column joints can be estimated properly by introducing the reduction factor for the shear 

yielding strength of cover plate. In order to simulate the experimental results, the authors also carried out the 

three-dimensional non-linear FEM analysis with consideration of friction between concrete and steel. The analytical 

results showed a good agreement with the experimental relationship of load versus displacement and the internal stress 

distribution of the beam-column joints.  

 

概  要 

 

従来の混合構造(RCSS構法)の設計法における適用範囲を拡大するために、想定する主方向の梁せいと直交方向の梁せいが異

なる場合および主方向の梁に段差を設けた場合の接合部を対象とした構造実験を行い、当該構法の構造性能を確認した上で、

従来の設計体系を基本とし柱梁接合部の設計法を提案した。その結果、柱梁接合部の耐力は、ふさぎ板のせん断降伏強度に関

する項について低減係数を導入することにより従来の設計体系との連続性が確保できた。さらに、3次元有限要素法による解析

を行い、荷重変形および柱梁接合部内部の応力状態を良好に評価可能であることを確認した。 

 

 

1.はじめに 
 
 RCSS構法 1)-6)は、圧縮に強い鉄筋コンクリート造柱

(RC柱)と、大スパン化が可能となる鉄骨造梁(S梁)で
構成される混合構造である。従来この構法では、想定

する主方向の梁せいと直交方向の梁せいは同一とする

こと、主方向の梁に段差を設けないことが構法の適用

条件であるが、近年、設計ニーズの多様化から適用条

件の拡大が求められるようになってきた。 
本研究開発の目的は、RCSS構法の設計法 1)-6)におけ

る梁段差(図－1)を許容する設計法の構築である。想定
する主方向の梁せいと直交方向の梁せいが異なる場合

および梁に段差を設けた場合の柱梁接合部(以下、接合
部と呼ぶ)を対象とした構造実験を行い、その適用性を
確認し、接合部に関する修正設計式の提案を行った。

さらに、3次元有限要素法による解析を行い、荷重変
形関係および接合部の応力伝達機構に梁段差が与える

影響を検討し、提案式の妥当性について検証した。 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 主方向の梁せいと直交方向   (b) 主方向の梁および直交方向 
の梁せいが異なる場合    の梁の天端が異なる場合 

図－1 異なる梁せいおよび梁段差を有する接合部 

主方向
主方向

ふさぎ板 ふさぎ板

S梁
S梁

柱主筋 柱主筋
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2.構造性能確認実験 
 

2.1 試験体 
試験体は柱および梁の反曲点位置までをモデル化し

た約 1/2スケールの十字形柱梁接合部架構とした。試
験体一覧を表－1に、各試験体の試験体形状と柱断面

を図－2に各々示す。柱断面寸法は 450×450mm、柱
主筋は 16-D22(SD390)、フープ筋はD6@50(SD685)
とし、全試験体とも共通とした。実験パラメータは主

方向の梁と直交方向の梁(以下、それぞれ載荷梁、直交
梁と呼ぶ)の梁せい、載荷梁天端の段差およびコンク
リート強度とし、各試験体の想定破壊モードはパネル

降伏先行型となるように計画した。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

No.1では直交梁の梁せいを載荷梁の梁せいの 1/2と
した。No.3では一方の載荷梁の梁せいを基準とした梁
せい(Db=450mm)の 1/2とした。No.4では左右の載荷
梁の天端に段差を設け、その影響を調べた。No.2およ
びNo.5ではそれぞれNo.1およびNo.4の高強度コン
クリート時の接合部耐力を調べるために、コンクリー

ト強度をFc 60とした。なお、いずれの試験体も接合
部内ウェブの降伏を先行させるため、梁鉄骨ウェブ厚

(t=9mm)よりも接合部内ウェブ厚を薄くした(t=6mm)。 
 

2.2 加力方法および計測計画 
加力は、上下柱の反曲点を想定した位置に水平反力を

取り、一定軸力(=0.18BcDcσB：σBは実強度)を載荷した 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

表－1 試験体一覧 

試験体 

RC柱 S梁 鉄骨梁(Db=450mm)の段差 実験時コンクリート緒元 

備考 
軸力 

設計基準強度

Fc(N/mm2) 
主筋 

梁断面 

(SN490B) 
載荷梁 直交梁 梁天端差

圧縮強度 

σB(N/mm2) 
弾性係数 

Ec(kN/mm2) 

No.1 

0.18・ 

BcDcFc 

36 

16-D22 

 (SD390) 

BH-450x150x9x25 - 0.5Db - 
40.6 30.4 直交梁 

段差 No.2 60 60.9 33.8 

No.3 36 
BH-450x150x9x25、
BH-225x150x9x25 

Db、 
0.5Db

- - 42.0 29.0 
載荷梁せい

段差 

No.4 36 
BH-450x150x9x28 - - 0.5Db

42.4 29.9 載荷梁天端

段差 No.5 60 61.0 32.9 

＜共通＞柱断面450x450mm、梁フランジPL-25(SN490C):σy =329N/mm2、接合部ウェブPL-6(SN490B):σy =396N/mm2、ふさぎ板PL-3.2(SS400、 
隅角部冷間折り曲げ：外側半径=板厚の3倍):σy =355N/mm2 
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D D

図－3 構成部位の変形状態 図－2 試験体形状および柱断面 
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状態で、左右載荷梁の反曲点に上下逆方向で同じ大きさ

の鉛直変位(No.3の短スパン梁：通常スパン梁鉛直変位×
1200/2000の鉛直変位)を与え、正負交番繰り返し載荷を
行った。変位制御に用いた層間変形角Rは、柱の上下反
曲点位置で単純支持した計測フレームから計測した左右

梁反曲点の鉛直変位をスパン(L1 =L2 =2000mm、ただし
No.3のみL1 =2000mm、L2 =1200mm)で除して求めた
(図－3)。加力サイクルは、R=0.125%を正負 1回載荷の
後、R=0.25、0.5、1.0、1.5、2.0%を正負 2回ずつ、
R=3.0%を正負 1回、R=5.0%を正側に 1回載荷とした。
試験体の代表的なひずみ計測位置を図－4に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 荷重変形角関係および破壊経過 
 柱せん断力-層間変形角関係を図－5に、接合部周辺の

代表的なひび割れ状況(R=+2.0%ピーク時)を写真－1に

各々示す。図－5には、従来の接合部終局耐力計算値を

併せて示す。No.1、No.2の最大耐力は計算値に達しな
かったが、No.3～No.5の最大耐力は計算値を上回った。 
各試験体で共通であった破壊経過を以下に示す。

R=0.25～0.5%で柱に曲げひび割れが生じ、R=0.5%で
直交梁の上下フランジ周りにひび割れが生じた。その

後、R=0.5～0.8%付近で接合部内ウェブ中央の降伏が
始まり、R=1.0～1.4%付近でふさぎ板が降伏し始めた。
No.1～No.4は破壊経過およびR=±2.0～3.0%で正負
載荷とも最大荷重に至ったことから、最終破壊モード

を接合部破壊と判断した。No.5は梁の全塑性耐力を上
回りR=4.2%で最大耐力に達したことと紡錘形の履歴
性状を示したことから、破壊モードを接合部降伏後の

梁曲げ破壊と判断した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§3.柱梁接合部に関する設計式の提案 
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図－4 ふさぎ板のひずみ計測位置(3軸ゲージ:透視図) 
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3.柱梁接合部に関する設計式の提案 
 

3.1 せん断耐力評価式の構成および有効断面係数 
 従来のRCSS構法設計式 1)-6)は、接合部を構成する要素

として接合部内の鉄骨ウェブ(以下、ウェブと呼ぶ)、ふ
さぎ板およびコンクリートパネルを考慮し、接合部の許

容せん断力は各構成要素による負担せん断力の総和とし

て式(1)～式(5)に示される。段差梁接合部を評価する場合、
接合部領域の上部、中央、下部に作用する接合部せん断

力のうちせん断力が最大となる領域のせん断耐力評価を

行う(図－6)。 

 

ウェブおよびふさぎ板の負担せん断力については、計

測ひずみに対し、ひずみ増分理論 7)に基づき平面応力を求

め、せん断成分を積分して負担せん断力を算出し、ウェ

ブおよびふさぎ板のせん断耐力に寄与する断面の割合を

示す係数(以下、有効断面係数と呼ぶ)を求めた。実験結果
および材料定数に基づき求められた各構成要素の有効断

面係数を表－2に示す(終局耐力は層間変形角R=2.0%時
を想定)。 
ウェブの有効断面係数(k1)については、No.1～4にお
いてk1<exp> =0.89～0.91、最終破壊モードが梁曲げ破
壊だったNo.5においてk1<exp> =0.88であり、従来の
設計法 1)-6)における有効断面係数(=0.9)とほぼ同等である
ものと判断できる。なお、No.1、No.2のパネル内のウェ
ブ上下位置の計測せん断応力度については、主梁よりせ

いの小さい直交梁が取り付くことによる影響はほとんど

見られず、従来のウェブとほぼ同様の挙動を示したもの

と判断できる。 

 
図－6 想定する接合部領域に作用するせん断力 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

wwywr Dt)/(k  311 wQ

fffyf nDt)/(k  32 fQΣ

　　cccrcp D)Bk()(kQ  033 

k1：有効断面係数，φr1：鉄骨ウェブの断面せい比に
対する低減係数，wσy：引張降伏強度 
tw：板厚、Dw：水平長さ(=Dc：柱せい) 

k2：有効断面係数，fσy：引張降伏強度 
tf  ：板厚、Df：水平長さ(=Dc：柱せい) 
nf ：ふさぎ板の枚数(=2or1) *ふさぎ板が四周に 
ない場合、k1、k2、k3を0.9倍に低減する 

k3  ：有効断面係数、τc：せん断強度(=0.3・σB) 
φr3：コンクリートパネルの断面せい比に対する低減係数 
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Qc       ：上下柱の平均せん断力 

(1)

Qp    ：接合部の許容せん断力
Qw    ：ウェブによる負担せん断力 
ΣQf  ：ふさぎ板による負担せん断力総和 
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bTb

cTt cCt

cTbcCb cQb

cQt

bTt

bCb

bQ1
bQ2

bCt

bTb

cTt cCt

cTbcCb cQb

cQt

cQt 

Qpt 

Qpm
=Qpi

Qpb 

cQb 

sd1 

sd2 下

部

中

央

上

部

bQ1、bQ2 ：左右梁のせん断力 
cQt、cQb  ：上下柱のせん断力 
bTt、bTb ：接合部に作用する上下梁フランジの引張力 
bCt、bCb ：接合部に作用する上下梁フランジの圧縮力 
cTt、cTb ：接合部に作用する上下柱の引張力 
cCt、cCb ：接合部に作用する上下柱の圧縮力 
Qpt、Qpm、Qpb ：上部、中央および下部接合部に作用するせん断力
Qpi  ：耐力評価に用いる接合部せん断力 
Dbp ：耐力評価に用いる接合部の有効梁せい 

Qpt
=Qpi

Qpb 

sd2

sd1 

cQb 

cQt 

柱および梁から接合部に作用する力  想定する柱せん断力分布 
(a) 想定する主方向の梁せいが異なる場合(No.3)

柱および梁から接合部に作用する力  想定する柱せん断力分布 
(b) 想定する主方向の梁天端レベルが異なる場合(No.4、No.5)

下

部

上

部
Dbp

Dbp

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5

Qw  (kN) 523 535 540 533 518

k1<exp> 0.89 0.91 0.91 0.90 0.88

k1<org> 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90

∑Qf  (kN) 258 286 411 482 493

k2<exp> 0.45 0.50 0.72 0.85 0.86

k2<org> 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90

αf・k2<org> 0.45 0.45 0.58 0.90 0.90

Qcp (kN) 1099 1484 1626 1599 1913

σB(N/mm2) 40.6 60.9 42.0 42.4 61.0

k3<exp> 0.46 0.51 0.67 0.66 0.65

k3<org> 0.44 0.44 0.57 0.57 0.57

expQpi 1880 2305 2576 2613 2924

orgQp 2097 2345 2430 2438 2721

org'Qp 1841 2089 2248 2438 2721

許容せん断力
計算値 (kN)

ふさぎ板［k2］
(Df =450mm,
tf =3.1mm,

σfy=355N/mm2)

ｺﾝｸﾘｰﾄパネル
［k3］

(Dc =450mm,
Bc=450mm)

構
成
要
素
・
有
効
断
面
係
数

ウェブ［k1］
(Db =450mm,
tw =6mm,

σwy=402N/mm2)

試験体

作用せん断力 (kN)

表－2 各構成要素の有効断面係数一覧 

*1 

*3 

*4 

*5 

*1αf・k2<org> ：修正した設計式によるふさぎ板の有効断面係数
*2 Qcp  ：コンクリート負担せん断力 [= expQpi - ( ∑pQf + pQw ) ] 
*3 expQpi  ：接合部作用せん断力実験値 ( R=2.0% )  
*4 orgQp  ：従来の設計式による接合部の許容せん断力 
*5 org’Qp  ：修正した設計式による接合部の許容せん断力

*2 
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ふさぎ板の有効断面係数(k2 )については、No.1、No.2、
No.3は設計式によるk2<org> (=0.9)に対し、k2<exp> 
=0.45～0.72であり、有効断面係数の修正が必要であると
判断できる。No.4、No.5はR=+2.0%時はk2<exp> =0.82
～0.85と設計式によるk2<org>と比べ若干小さいもので
あったが、R=+3.0%時はk2<exp> =0.90～0.94であり、
k2<org>と概ね対応していると判断できる。 
コンクリートパネルの有効断面係数(k3)については、

No.1～No.5は従来の設計式によるk3<org> に対し、
k3<exp>／k3<org> =1.05～1.17であり、いずれの実験
結果も概ね安全側に評価することができ、良好な関係を

示しているものと判断できる。 

 以上より、No.1、No.2、No.3では、ふさぎ板の有効断
面係数(k2 )の修正が必要であることを確認した。 
 
3.2 修正評価式の提案 
直交梁の梁せいが載荷梁の梁せいより小さい接合部に

おいて、実験ではふさぎ板の有効断面係数が従来式より

小さいこと、想定する最大主応力度の傾きが45°より小さ
い(図－7)ことが確認された。従来の設計式ではふさぎ板
の最大主応力度の傾きは45°近傍と想定し、せん断降伏応
力度としてσy / √3を用いるが、今回対象とするふさぎ板
のせん断降伏応力度については、最大主応力度の傾きを

考慮した低減係数が必要となる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで、対象とするふさぎ板の主応力度σ1、σ2 (σ1＞σ2)
について、σ1方向はx軸(水平方向)からθ (反時計回りを
正)とし、降伏条件はミーゼス相当応力(σeq )の降伏を考え
る。各主応力度の関係において、次式が成り立つものと

する。 

12

22
221

2
1

2









k

yeq    

応力状態として降伏基準に達するときの各主応力度は、 
(6) 式および (7) 式より、kを用いて (8)~(10) 式で表さ
れる。 

  222
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一方、降伏と判定される時のせん断応力度 τxは (8)式よ
り、(11)式で表される。 
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ここで、上部ふさぎ板に関して、ふさぎ板の有効形状比 
(β・Dbp/Df ：図－8)、降伏と判定される時のせん断応力
度 τxt、k=ketとし、主応力方向と形状比の関係が(12)式で
表されると仮定する。 

 

図－8 想定する接合部範囲とβの定義 
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下部ふさぎ板に関しても同様に、ふさぎ板の有効形状比

{(1-β)・Dbp/Df }、降伏と判定される時のせん断応力度 τxb、

k=kebとし、(13)式で表すことができる。 
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実験では、ふさぎ板の降伏範囲が従来評価式と比較し

減少する傾向がみられたため、低減係数をφfexp(各試験体
における上部、下部ふさぎ板各々の最小値を採用)とし、
(14)、(15)式のように定義した(図－9)。 

expftfctexpft /  、 expfbfcbexpfb /          

なお、ket、kebは上部ふさぎ板、下部ふさぎ板の範囲につ 

bQ1

bQ2

Df

Dbp

β Dbp・

(1-β) Dbp・

θt 

θb 

β   ：梁のせいが異なる場合の比率 
Dbp  ：耐力評価に用いる接合部の有効梁せい 
Df    ：ふさぎ板の接合部内における水平長さ 
θt 、θb ：想定するふさぎ板の最大主応力度の傾き 

（上部ふさぎ板） 

（下部ふさぎ板） 

(11)

図－7 ふさぎ板(展開図)の主応力度分布 
      No.1実験結果(R=+2.0%時) 

+400MPa <Tens.> 

-400MPa <Comp.>

bQ1

bQ2

45° 

45° 

載荷梁 載荷梁 

直交梁 

(ただし、 1k とする。) 

(6) 

(7) 

(9)、(10)

(12)

(13)

(14)、(15)
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No.3

上部 下部 全体 上部 下部 全体 上部

∑pQf (kN) 331 185 258 374 199 286 380

k2<exp> 0.58 0.32 0.45 0.66 0.35 0.50 0.72

k2<org> 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90

k2<exp>/k2<org> 0.65 0.36 0.50 0.73 0.39 0.56 0.80

αft・k2<org> 0.58 - - 0.58 - - 0.58

αfb・k2<org> - 0.32 - - 0.32 - -

αf・k2<org> - - 0.45 - - 0.45 0.58

k2<exp>/
(αf・k2<org>)

1.00 1.00 1.00 1.13 1.07 1.10 1.24

　　　　　　      試験体
 評価式

No.1 No.2

従
来
式

修
正
式

 

 
いて、No.1、No.2、No.3の実験結果から得られた各々の
平均値を採用し、上部ふさぎ板および下部ふさぎ板の強

度低減係数を算出した。 
ふさぎ板全体の強度低減係数αfは、上部ふさぎ板およ

び下部ふさぎ板各々の強度低減係数(αft、αfb)を考慮し、 
(16)式で表すことができる。 
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提案した強度低減係数αfと実験結果との比較を図－10

および表－3に示す。提案した強度低減係数は、No.1、
No.2、No.3の実験結果を安全側に評価しており、提案式
の妥当性を確認できた。 

 

4.解析による検証 

 

4.1 解析概要 
実験から得られた荷重変形関係と接合部内部の応力

状態を検証するため、No.1およびNo.4について 3次
元弾塑性 FEM解析(解析コード:ATENA-3D)を行った。
さらに、 No.1、No.4を基準として直交梁せいおよび
梁天端の段差量を変動させ、接合部の耐力および周辺

の応力状態に与える影響についても検証した(表－4)。 
解析モデルを図－11に示す。解析モデルは試験体の

対称性を考慮して、1/2断面を解析対象とした。S梁お
よびコンクリートは 8節点ソリッド 1次要素、載荷点
の鋼板は16節点ソリッド2次要素とした。鉄筋(主筋、
せん断補強筋)のモデル(図－12)については全て埋め込
み式離散鉄筋モデルとし、鉄筋とコンクリート間の付

着は完全付着とした。コンクリートモデルの 2 軸応力
状態に基づいた等価 1軸則 8)を図－13に示す。鉄骨と

コンクリートとの接触面は摩擦力および付着力を考慮

するためインターフェイス要素を設け、圧縮力を伝達

する設定とし、せん断力に対しては摩擦係数μを0.4(鋼
構造接合部設計指針 9)による)とし、付着力はないもの
とした。水平すべり方向の剛性Kttは 0.8MN/mm2/mm 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
表－3 ふさぎ板の有効断面係数k2の評価結果の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－4 解析ケース一覧 

ケース 対象試験体
最小梁フランジ

間距離mm 
備考 

No.1 実験No.1 200 直交梁せい225mm 

No.1A - 75 直交梁せい100mm 

No.4 実験No.4 200 梁天端段差225mm 

No.4A - 75 梁天端段差400mm 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

強
度
低
減
係
数
α
f

梁せい比β

従来の設計値(1.0)

αｆ：No.1,2-採用

αｆ：No.3-採用

No.1,2：実験結果(全体）

No.3：実験結果(全体）
No.2

No.1

No.3

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2

α
fe
xp
 (
実
験
)

αfc(理論値)

αfexp(実験)=αfc(理論値)

φftexp・αfct

φfbexp・αfcb

No.1 :上部ふさぎ板

No.2 :上部ふさぎ板

No.3 :上部ふさぎ板

No.1 :下部ふさぎ板

No.2 :下部ふさぎ板

No.3 :下部ふさぎ板[参考]

φftexp=0.88

φfbexp=0.58

安全側評価

図－9 αfexp (実験)と αfc (理論値)の比較            図－10 実験結果と強度低減係数αfの比較(R=2.0%時)

(16)

強制増分変位 

図－11 解析モデル 

Z 

X 
Y 

ライン：Y方向固定

対称境界面：X方向固定
強制増分変位 

軸力(軸力比0.18) 

左梁 

右梁 

ライン：Y、Z方向固定
※基準メッシュ 
サイズ50mm 

(a) No.1：メッシュ分割・支持条件・荷重条件 

(b) No.1A：拡大図 (c) No.4：拡大図 (d) No.4A：拡大図

直交梁せい

直交梁せい 天端段差 天端段差
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(鋼コンクリート構造接合部の応力伝達と抵抗機構 10)

による)とし、せん断応力が基準強度(μ×σB)に到達し
た後の剛性 Kttminは Ktt /100とした。なお、各試験体
の材料特性には材料試験に基づく値を用いた。 
 

4.2 解析結果 
実験および各解析ケースから得られた荷重変形包絡

線を図－14に各々示す。 
No.1およびNo.4の再現解析では、微小変形角から

R=1.0%付近まではいずれの解析結果も実験結果とよ
い整合を示した。No.1は実験結果と比べR=1.0%以降
の剛性低下が小さく、R=2.0%の終局耐力時については
実験結果を上回っていたが、No.4は、R=2.0%時につ
いても実験結果と精度よく一致していた。No.1および
No.4の再現解析では、実験から得られた荷重変形包絡
線を概ね再現できたといえる。 

No.1の直交梁せいを 100mmとしたNo.1AはNo.1
の解析結果と荷重変形包絡線は概ね一致し、解析結果

を計算値で除した値はNo.1とほぼ同程度(No.1：1.12、
No.1A：1.16)であった。No.4の梁フランジ間距離を
75mmとしたNo.4Aは、No.4と比較し若干大きい剛
性を示し、最大耐力もNo.4と比べ 1割程度大きい値を
示した。No.4Aの終局耐力を計算値で除した値はNo.4
より若干大きく 1.19であった。いずれの解析ケースも
解析結果を計算値で除した値は、1.08～1.19とほぼ同
程度の値を示した。 

 
4.3 接合部周りの応力状態 
接合部の各構成要素が負担するせん断力を評価するた

め、各解析ケースにおける接合部周りのせん断応力度分

布について分析を行う。No.1およびNo.4の実験におけ
るひずみ計測位置と対応する各解析ケースのウェブおよ

びふさぎ板のせん断応力度分布を図－15に示す。また、

接合部内のコンクリートパネルに関しても、幅方向にお 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
いて計測した5点の平均せん断応力度の水平方向分布を
併せて示す。 

No.1およびNo.4では、ウェブとふさぎ板について、
せん断応力度の分布形状は実験結果とそれぞれの変形

角において概ね一致しており、想定する終局変形角

R=2.0%においてもせん断応力度分布を良好に再現で
きていた。コンクリートのせん断応力度分布について

も、実験結果と概ね対応しており、本解析によって接 

図－12 鉄筋のモデル化(No.1) 
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Y 
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3εc
0εtε

(d) 水平すべり方向せん断応力-変位 
   (コンクリートと鉄骨の界面) 

(a) コンクリートモデル8)      (b) 鋼材モデル 
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μ
1

τ

図－13 各要素モデル 

(c) 水平すべり方向せん断応力-圧着力 
(コンクリートと鉄骨の界面) 

図－14 柱せん断力－層間変形角関係(解析結果) 
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合部周りの応力状態についても精度よく再現できてい

ることを確認できた。 
 
4.4 修正評価式による有効断面係数の評価 

各解析ケースの解析結果から得られたふさぎ板のせ

ん断応力度コンターを図－16に、接合部の各構成要素

の負担せん断力および作用せん断力を算定した結果を 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表－5に各々示す。 

No.1では、ふさぎ板の上部、下部の解析結果が実験
結果および計算結果と概ね一致することが確認できた。

No.1Aでは、No.1と比べ上部ふさぎ板の負担せん断力
が小さくなっているが下部ふさぎ板の負担せん断力が

大きくなっていることがわかる。これら解析結果から

得られた負担せん断力の割合は、計算結果による評価 

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

せ
ん
断
応
力
度
τ
(N
/
m
m
2
)

接合部水平方向位置 Y(mm) ［柱芯＝0］

No.1：コンクリート-上部

exτcj：実験

anτcj：解析

R=+0.5%：解析

R=+1.0%：解析

R=+2.0%：解析

解析

*exτcj，anτcjはパネル

全体の平均せん断応力度

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

せ
ん
断
応
力
度
τ
(N
/
m
m
2
)

接合部水平方向位置 Y(mm) ［柱芯＝0］

No.1：コンクリート-下部

exτcj：実験

anτcj：解析

R=+0.5%：解析

R=+1.0%：解析

R=+2.0%：解析

解析

*exτcj，anτcjはパネル

全体の平均せん断応力度

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

-250 -150 -50 50 150 250 350 450

せ
ん
断
応
力
度
τ
(N
/
m
m
2
)

接合部水平方向位置 Y(mm) ［柱芯＝0，梁芯＝450］

No.1：ふさぎ板-下部

αfb・σfy/√3
R=+0.5%
R=+1.0%
R=+2.0%
R=+0.5%：解析
R=+1.0%：解析
R=+2.0%：解析

実験

解析

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

せ
ん
断
応
力
度
τ
(N
/
m
m
2
)

接合部水平方向位置 Y(mm) ［柱芯＝0］

No.1：接合部ウェブ-上部

σwy/√3
柱フェース位置
R=+0.5%
R=+1.0%
R=+2.0%
R=+0.5%：解析
R=+1.0%：解析
R=+2.0%：解析

実験

解析

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

-250 -200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200 250

せ
ん
断
応
力
度
τ
(N
/
m
m
2
)

接合部水平方向位置 Y(mm) ［柱芯＝0］

No.1：接合部ウェブ-下部

σwy/√3
柱フェース位置
R=+0.5%
R=+1.0%
R=+2.0%
R=+0.5%：解析
R=+1.0%：解析
R=+2.0%：解析

実験

解析

*1 
*2  
 

*1 
*2  
 

(a) No.1：接合部領域(上部、下部) 
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柱フェース位置
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No.4：接合部ウェブ-下部

σwy/√3
柱フェース位置
R=+0.5%
R=+1.0%
R=+2.0%
R=+0.5%：解析
R=+1.0%：解析
R=+2.0%：解析

実験

解析

(b) No.4：接合部領域(上部、中央、下部) 

図－15 各構成要素の接合部内せん断応力度分布 

*1 exτcj ：実験結果から算出したコンクリートパネルの負担せん断力をコンクリート全断面で除したせん断応力度 (= Qcp / (Dc×Bc)) 
*2 anτcj ：解析結果から算出したコンクリートパネルの負担せん断力をコンクリート全断面で除したせん断応力度 (= anaQcp / (Dc×Bc))

*1 
*2  
 

*1 
*2  
 

*1 
*2  
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の傾向と一致する。また、ふさぎ板のせん断応力度コ

ンターから、No.1AはNo.1より下部領域でのせん断
応力度が大きくなっていることがみてとれる。ウェブ

については、No.1、No.1Aともに、接合部全体の有効
断面係数は 0.84～0.90であり、計算結果と概ね一致す
る。No.1のコンクリートパネルは実験結果と比べ解析
結果の方が大きい値であったが、接合部の各構成要素

の負担せん断力の傾向を概ね再現できたといえる。 
No.4では、解析から得られたふさぎ板の有効断面係
数は実験結果と比べ若干小さいものの、ウェブおよび

コンクリートパネルについては、両者ともによく一致 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
していた。No.4Aについては、No.4と比較しふさぎ板
の有効断面係数は若干小さかったが、接合部中央のコ

ンクリートパネルの負担せん断力が 20%以上増加して
おり、No.4より最大耐力が増加した荷重変形関係の結
果と整合している。これは、接合部の有効梁せいが小

さくなったことで、接合部中央に入力されるせん断力

が純せん断に近い状態となり、コンクリートパネルの

せん断耐力が増加したためと考えられる。 
 

5.まとめ 
 

従来のRCSS構法の適用範囲拡大のため、載荷梁お
よび直交梁の梁せいが異なる接合部および段差を有す

る接合部を対象として構造実験および3次元FEM解析
を行い、以下の知見を得た。 
1) 直交梁の梁せいが載荷梁の梁せいより小さい接合部の
評価について、ふさぎ板に取り付く直交梁の影響を考

慮した強度低減係数によって、接合部の終局耐力を安

全側に評価できる。 
2) 左右の載荷梁天端に段差を設けた接合部では、接合
部の有効梁せいとして左右載荷梁の梁せいが重複す

る高さを採用することで、接合部の終局耐力を安全

側に評価できる。 
3) 載荷梁と直交梁の梁せいが異なる接合部および段差
を有する接合部について3次元FEM解析を行った結
果、荷重変形包絡線と接合部周辺のウェブ、ふさぎ板

およびコンクリートパネルの応力状態は実験結果と概

ね良い対応を示した。各解析ケースについて、各構成

要素の負担せん断力と接合部周辺のふさぎ板の応力状

態が概ね想定モデルに近いことを確認し、提案式の妥

当性を示した。 
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*1 anaQw  ：解析結果から算出した鉄骨ウェブの負担せん断力 
*2 ana∑Qf  ：解析結果から算出したふさぎ板の負担せん断力の総和 
*3 anaQcp  ：解析結果から算出したコンクリート負担せん断力 
        [= anaQpi  - ( ana∑Qf +anaQw ) ] 
*4 anaQpi  ：解析結果から算定した各構成要素の負担せん断力の総和

(= anaQw + anaΣQf + anaQcp ) 

表－5 各構成要素の有効断面係数一覧 
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図－16 ふさぎ板のせん断応力度τyzコンター(接合部正面見付け：R=2.0%) 
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